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１. 勤務実態とB・C水準

２. 宿日直、オンコール、 研鑽、研究、
専門業務型裁量労働制と高度プロフェッショナル制、
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３. 兼業・副業

４. 2040年に向けて

５. 外来機能の明確化・連携について
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時間外労働の上限規制の導入

・時間外労働の上限について、月45時間、年360時間を原則とし、臨時的な特別な事情がある場合
でも年720時間、単月100時間未満（休日労働含む）、複数月平均80時間（休日労働含む）を限度
に設定。

（２）労働時間の状況の把握の実効性確保
・労働時間の状況を省令で定める方法（※）により把握しなければならないこととする。

（労働安全衛生法の改正）
※今後、省令で使用者の現認や客観的な方法による把握を原則とすることを定める

（１）長時間労働の是正

限度時間
１か月４５時間
１年３６０時間など

法定労働時間
１日８時間
１週４０時間

特別条項
上限なし

年間６か月まで

１年間＝１２か月

１ 労働時間に関する制度の見直し（労働基準法、労働安全衛生法）

大臣告示

【医師】
改正法施行５年後に、時間外労働の上限規制を適用。
具体的な上限時間等は省令で定めることとし、医療界の参加による検討の場において、規制の具体的あり方、
労働時間の短縮策等について検討し、結論を得る。

法定労働時間
１日８時間
１週４０時間

法律による上限
（原則）

１か月４５時間
１年３６０時間

法律による
上限
（原則）

法律による上限（例外）
・年720時間
・複数月平均80時間
（休日労働含む）
・月100時間未満（休日
労働含む）

１年間＝１２か月

年間６か月まで

2019年4月1日から適用

2019年4月1日から適用（医師以外）

働き方改革関連法（2018年6月29日成立）
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第19回医師の働き方改革に関する検討会（Ｈ31.2.20）

平成31年度

4



病院常勤勤務医の週労働時間の区分別割合

※1 H28前回調査、今回調査ともに、兼業先の労働時間を含み、指示無し時間を除外している
※2 前回調査ではグラフにおける分布の上位10%は年1,904時間であったが、雇用管理の便宜上、12月で割り切れるきりのよい近似値として1,860時間としている
※3 今回調査では宿日直許可を取得していることがわかっている医療機関に勤務する医師の宿日直中の待機時間を労働時間から除外した上で、診療科別の性、年齢調整、

診療科ごとの勤務医療機関調整を行っていることに留意が必要
※4 週労働時間の区分別割合は、小数点第2位で四捨五入している 厚労省：2020.12.14 第11回医師の働き方改革の推進に関する検討会

令和2年度
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第19回医師の働き方改革に関する検討会（Ｈ31.2.20）国の検討内容
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第19回医師の働き方改革に関する検討会（Ｈ31.2.20）国の検討内容
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労災認定に係る認定基準

《策定のポイント》
①心理的負担評価に具体例（内容・時間）を追加

➡強度についての評価を簡易化

例：「極度の長時間労働」

➡『月160時間ほどの時間外労働』明示
「心理的負荷が極度」

➡ 『強姦・わいせつ行為』を明示

②セクハラ、いじめなど長期間継続する場合：対象期間外でも認定

③発病後で、強い心理的負荷で悪化した場合：労災対象とする

H11年
「心理的負荷による精神障害に係る業務上外の判断指針」
H23年
「心理的負荷による精神障害の労災認定基準」
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医師の時間外労働規制について

月の上限を超える場合の面接指導と就業上の措置

将来に向けて
縮減方向

2024年４月～

年960時間／
月100時間未満（例外あり）
※いずれも休日労働含む

（原則）
１か月45時間
１年360時間

※この（原則）については医師も同様。

（例外）
・ 年 720時間
・複数月平均80時
間
（休日労働含む）
・ 月 100時間未満
（休日労働含む）
年間６か月まで

Ａ：診療従事勤務
医に2024年度以降
適用される水準

※実際に定める３６協定
の上限時間数が一般則を
超えない場合を除く。

連続勤務
時間制限
28時間・
勤務間イ
ンターバ
ル９時間
の確保・
代償休息
のセット
（義務）

連続勤務時間
制限28時間・
勤務間イン
ターバル９時
間の確保・代
償休息のセッ
ト（義務）

※初期研修医に
ついては連続勤
務時間制限を強
化して徹底（代
償休息不要）

Ａ

将来
（暫定特例水準の解消（＝
2035年度末を目標）後）

一般則

※実際に定める３
６協定の上限時間
数が一般則を超え
ない場合を除く。

連続勤務時
間制限28時
間・勤務間
インターバ
ル９時間の
確保・代償
休息のセッ
ト（義務）

連続勤務時間制限28時
間・勤務間インターバ
ル９時間の確保・代償
休息のセット（努力義
務）

連続勤務時間制
限28時間・勤務
間インターバル
９時間の確保・
代償休息のセッ
ト（努力義務）

【
追
加
的
健
康
確
保
措
置
】

【
時
間
外
労
働
の
上
限
】

年1,860時間／ 年1,860時間／月100時間未満（例外あり）
月100時間未満（例外あり）※いずれも休日労働含む
※いずれも休日労働含む ⇒将来に向けて縮減方向

準

(

医技
療能機
関向
を上
指水
定)

Ｃ－１：初期・後期研修医が、研

修プログラムに沿って基礎的な技能

や 能力を修得する際に適用

※本人がプログラムを選択 Ｃ－２

：医籍登録後の臨床従事６年 目以

降の者が、高度技能の育成が公 益

上必要な分野について、特定の医

療機関で診療に従事する際に適用

※本人の発意により計画を作成し、

医療機関が審査組織に承認申請

Ｃ-１Ｃ-２

年960時間／
月100時間（例外あり）
※いずれも休日労働含む

※あわせて月155時間を超える場合には労働時間短縮の具体的取組を講ずる。

療
確
保
暫
定
特

例地 集
水域 中
準医 的

(

医
療
機
関
を
指
定)

連携Ｂ Ｂ Ｃ-１ Ｃ-２

※連携Ｂの場合は、個々の医療機関における時間外・休日労働の上限は年960時間以下
。

12月14日開催予定の
第11回検討会の資料（案）
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始業

24時間

15時間

勤務 インターバル

始業

46時間

28時間

勤務 インターバル

９時間

18時間

始業から24時間経過するまでに９時間の
インターバルを確保

始業から46時間経過するまでに18時間の
インターバルを確保

28時間の連続勤務時間制
限

始業

46時間

28時間

勤務 インターバル

18時間

勤務

インターバル中に診療に従事した場合は、
代償休息を確保

代償
休息

始業

24時間

勤務 インターバル

15時間 ９時間

連続勤務時間制限・勤務間インターバル・代償休息について

勤務 代償
休息

インターバルを確保
できなかった場合

※ （Ｃ）－１水準の臨床研修
医は、勤務間インターバル９
時間を必ず確保することとし、
臨床研修における必要性から
24時間の連続勤務となる場合
には、24時間のインターバル
とする（代償休息不要）
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各水準の指定と適用を受ける医師について

△△科 ××科 ○○科

（Ｂ）水準の
指定を受けた医療機関

（Ａ）水準の
業務に従事する医師

（Ｂ）水準の
業務に従事し、長時間
労働が必要となる医師

長時間、集中的に経験を
積む必要のある研修医

特定の高度な技能の修得
のため集中的に長時間

修練する必要のある医師

（Ｂ）水準は
適用されず、

（Ａ）水準が適用

（Ｂ）水準が
適用される

（Ｃ）－１水準
の指定が別途必要

（Ｃ）－２水準
の指定が別途必要

36協定で
定めることが
できる時間*

実際に働くこと
が

できる時間*

（通算）

（Ａ） 960以下 960以下

連携
（Ｂ） 960以下 1,860以下

（Ｂ） 1,860以下 1,860以下

（Ｃ）－１ 1,860以下 1,860以下

（Ｃ）－２ 1,860以下 1,860以下

地域医療確保のために
派遣され､通算で長時間
労働が必要となる医師

（Ａ）水準以外の各水準は、指定を受けた医療機関に所属する全ての医師に適用されるのではなく、
指定される事由となった業務に従事する医師にのみ適用される。所属する医師に異なる水準を適用
させるためには、医療機関はそれぞれの水準についての指定を受ける必要がある。

連携（Ｂ）水準
の指定が別途必要

*年の時間外・休日労働時間数。
なお、簡明さを優先し、詳細は省略している。

臨床研修医には
より強い健康確保措置
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【医療機能】
◆「救急医療提供体制及び在宅医療提供体制のうち、特に予見不可能で緊急性の高い医療ニーズに対応するため
に整備しているもの」・「政策的に医療の確保が必要であるとして都道府県医療計画において計画的な確保を
図っている「５疾病・５事業」」双方の観点から、
ⅰ 三次救急医療機関
ⅱ 二次救急医療機関 かつ 「年間救急車受入台数1,000台以上又は年間での夜間・休日・時間外入院件数
500件以上」 かつ 「医療計画において５疾病５事業の確保のために必要な役割を担うと位置付けられた医
療機関」
ⅲ 在宅医療において特に積極的な役割を担う医療機関
ⅳ 公共性と不確実性が強く働くものとして、都道府県知事が地域医療の確保のために必要と認める医療機関
（例）精神科救急に対応する医療機関（特に患者が集中するもの）、小児救急のみを提供する医療機関、へき地に
おいて中核的な 役割を果たす医療機関

◆特に専門的な知識・技術や高度かつ継続的な疾病治療・管理が求められ、代替することが困難な医療を提供する
医療機関
（例）高度のがん治療、移植医療等極めて高度な手術・病棟管理、児童精神科等

（Ｂ）水準対象医療機関

【長時間労働の必要性】 ※（Ｂ）水準が適用されるのは、医療機関内の全ての医師ではなく、下記の医師に限られ
る。
◆上記機能を果たすために、やむなく、予定される時間外・休日労働が年960時間を超える医師が存在すること。

出所：2020.11.18「第10回医師の働き方改革の推進に関する検討会」 12



【医療機能】
◆医師の派遣を通じて、地域の医療提供体制を確保するために必要な役割を担う医
療機関
（例）大学病院、地域医療支援病院等のうち当該役割を担うもの

連携（Ｂ）水準対象医療機関

【長時間労働の必要性】 ※連携（Ｂ）水準が適用されるのは、医療機関内の全ての医
師ではなく、下記の医師に限られる。

◆自院において予定される時間外・休日労働は年960時間以内であるが、上記機能を
果たすために、やむなく、他の医療機関での勤務と通算での予定される時間外・休
日労働が年960時間を超える医師が存在すること。
（※連携（Ｂ）水準の指定のみを受けた場合の、個々の医療機関における36協定で
の時間外・休日労働時間の上限は年960時間）

2020.11.18「第10回医師の働き方改革の推進に関する検討会」 13



（Ｃ）－１、（Ｃ）－２水準対象医療機関

出所：医師の働き方改革に関する検討会 報告書の概要 （H31.3.28）

Ｃ水準【集中的技能向上水準】
Ｃ－１水準：臨床研修医・専門研修中の医師の研鑽意欲に応えて、一定期間

集中的に知識・手技を身につけられるようにするための医療機
関

Ｃ－２水準：高度な技能を有する医師を育成する必要がある分野において、
新しい診断・治療法の活用・普及等が図られるようにするため
の医療機関
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Ｂ・連携Ｂ・Ｃ水準の指定に当たっての基本的な流れ（案）

医師労働時間短縮

計画の作成

•毎年PDCAサイクルで

見直し

評価機能による評価

•労働時間の実績と労働時間短縮

に向けた取組状況を評価

•評価受審後、必要に応じて追加

的な対応

Ｂ・連携B・C

水準の指定申請

•B・連携Ｂ・Ｃ水準の対象

となる医 療機能、プログ

ラム／ カリキュラムに

限定し て指定

３６協定の

締結
業務開始

•追加的健康確保措置

の実施

•労働時間短縮に向け

た取組

計画の提出
（必要に応じて事前に相談）
※年１回の提出

評価機能

評価結果の通知

評価受審 評価結果の
通知

評価結果を踏まえて、多
様な支援の提供（医療機
関内のマネジメント支援、
医師確保、地域医療提供
体制の機能分化・ 連
携等により支援）

医療機関

指定申請 評価結果及び追加
的な対応に係る確
認を踏まえて指定

都道府県（勤務環境改善支援センター含む）

意見を聴取 意見

引き続きの支援
（追加的健康確保
措置の実施、労働
時間短縮に向けた
取組への支援）

立入検査による追
加的健康確保措置
の実施確認

Ｃ-２水準の対象医療機関としての３６協定の締結に当
たっては、Ｃ-２水準の対象医療機関としての都道府県の
指定のほか、審査組織による審査（医療機関の教育研修
環境、医師個人の特定高度技能研修計画の内容）が必要。

評価結果に応じて
計画の再提出

都道府県医療審議会※

※実質的な議論は、医療審議会に設けられた分科会や地域医療対策協議会等の
適切な場において行うことを想定。

※Ｃ-１水準の指定に当たっては地域医療対策協議会において協議。

•Ｂ･Ｃの対象業務・

人数を特定

2020.12.14「第11回医師の働き方改革の推進に関する検討会」 15



令和3年度予算概算要求参考
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Ｃ-２水準の審査組織について（案）

審査組織については、特定高度技能の特定や審査業務に相当の専門性が必要になると想定されることから、学術団
体等に協力を得る必要があるが、具体的な組織の運営方法については、以下のように、厚生労働省からの委託等の
形とし、各領域の関連学会から審査への参加や技術的助言を得ることとする。

厚生労働大臣
分野の公示

【審査組織(案)】

委託等 結果報告

全体を統括する委員会

①特定高度技能の特定

技能の特定に
関する委員会

各領域の
関連学会

各領域の
関連学会

各領域の
関連学会

技能の特定に関する技術的助言

②医療機関の教育研修環境の審査 ③特定高度技能研修計画の審査

医療機関の審査に
関する委員会

Ｃ－２水準対象医療機関の
承認を希望する医療機関

申請 審査結果の通達

個別計画の審査
に関する委員会

Ｃ－２水準対象医師の
承認を希望する医療機関

申請 審査結果の通達

審査組織

＜構成員＞
・ 医療分野代表者
・ 労働分野代表者
・ 各領域の有識者
・ 若手医師（勤務医）

※特定高度技能の特定とあわせて、当該技能の習得に必要とされる設備、症例数、指導医等、当該技能に関する医療機関の教育研修環境及び
特定高度技能研修計画の審査における基準となるものを示す。 17



１. 勤務実態とB・C水準

２. 宿日直、オンコール、 研鑽、研究、
専門業務型裁量労働制と高度プロフェッショナル制、
応召義務

３. 兼業・副業

４. 2040年に向けて

５. 外来機能の明確化・連携について

本日のテーマ
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（医師の働き方改革に関する検討会でのご議論を踏まえた例示）
• 「医師が、少数の要注意患者の状態の変動に対応するため、問診等による診察等や、看護師等に対する指示、

確認を行うこと」
• 「医師が、外来患者の来院が通常想定されない休日・ 夜間（例えば非輪番日であるなど）において、少数の軽

症の外来患者や、かかりつけ患者の状態の変動に対応するため、問診等による診察等や、看護師等に対する指
示、確認を行うこと」

※宿日直中に、通常の勤務時間と同態様の業務に従事することが稀にあったときについては、一般的にみて、常態としてほとんど労
働することがない勤務であり、かつ宿直の場合は夜間に十分な睡眠が取り得るものである限り、宿日直の許可は取り消さない。

※当該通常の勤務時間と同態様の業務に従事する時間について労働基準法第33条又は第36条の第１項による時間外労働の手続きがと
られ、法第37条の割増賃金が支払われるよう取り扱うこと。

※宿日直の許可は、所属診療科、職種、時間帯、業務の種類等を限って得ることも可能（深夜の時間帯のみ、病棟宿日直業務のみも可能）

医師の労働時間にかかる論点の取扱い（宿日直）
※ 「医師、看護師等の宿日直許可基準について」（令和元年７月１日付け基発0701第８号）、「医師等の宿日直許可基準及び医師の研鑽に係る労働時間に関す

る 考え方についての運用に当たっての留意事項について」（令和元年７月１日付け基監発0701第１号）

労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間のことをいい、使用者の明示又は黙示の指示
により労働者が業務に従事する時間は労働時間に当たる。

日勤帯
（所定
内労働

時間）

当直帯
（15時間程度）

例えば
8:30 17:30 翌8:30

（原則の考え方）指示があった場合には即時に業務に従事することを求められ

ている場合は、手待時間として労働時間。

（特例）労働密度がまばらであり、労働時間規制を適用しなくとも必ずしも労

働者保護に欠けることのない一定の断続的労働⇒労働基準監督署長の許可を受

けた場合に労働時間規制を適用除外。

（※この場合、15時間程度のうち実働した時間のみが規制対象）
許可に当たっては、①一般的許可基準（昭和22年発出）と、②医師、看護師に

係る許可基準（令和元年７月発出）により判断。②において、第９回検討会で

お示しした案を元に、許可対象となる「特殊の措置を必要としない軽度の又は

短時間の業務」を例示した。

様々な実態
• ほとんど実働がない、いわ

ゆる「寝当直」
• 救命救急センター等、ほぼ

一晩中実働である
• その中間
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オンコールの取扱い

労働時間の適用除外の「許可を受けた宿日直」においては、平均賃金の3分の１以上の手当支給をす

ることが規定されている。これと比較すれば、院外オンコール待機をすべて労働とみなすのは妥当とは
言えない。ただし、病院に駆けつけて患者対応を行った場合には、労働時間とするべきである。

一方、待機の負担感の度合いは様々であり、院外オンコール待機に関し各医療機関の判断で個別に
配慮することはあり得る。

【院外オンコール待機の方向性】

1.院外オンコール待機 院外オンコール待機時間は労働時間とはみなさない。

2.病院に駆け付けて患者対応を行った場合労働時間としてカウントする。

3.院外オンコール待機の負担感への配慮（個別判断）

地域の事情、診療科の特性、昨今の在宅医療の普及といった医療提供体制の変化等から、医
療機関における院外オンコール待機の体制は様々で、その負担感も様々である。

こうした点を踏まえ、院外オンコール待機に関する「手当」支給の有無、支給する場合の規定に
ついては、各医療機関の労働時間等設定改善委員会で協議して決めることとする。

出所：日本医師会「医師の働き方改革に関する意見書」（H30.7） 20



必要な手続等
研鑽を行うことに

ついての医師の申

出と上司による確
認（その記録）
通常勤務と明確に
切り分ける（突発
的な場合を除き診
療等を指示しない、
服装等外形的に見
分けられる措置）
医療機関ごとに取
扱いを明確化して
書面等に示し、院
内職員に周知する

医師の労働時間にかかる論点の取扱い（研鑽）
※ 「医師の研鑽に係る労働時間に関する考え方について」（令和元年７月１日付け基発0701第９号）、「医師等の宿日直許可基準及び医師の研鑽

に係る労働時間に関する考え方についての運用に当たっての留意事項について」（令和元年７月１日付け基監発0701第１号）

研鑽が労働時間に該当するかどうかについては「使用者の指揮命令下に置かれているかどうか」によ
り判断することとなる。現場における医師の研鑽の労働時間管理の取扱いについて、その考え方と、適
切に取り扱うための手続を通達で示している。

日勤帯
（所定
内労働
時間）

時間外に残って
研鑽を行ってい

る時間

例えば
8:30 17:30

医師の研鑽については、医学は高度に専門的であることに加え、日進月歩の技術 革新

がなされており、そのような中、個々の医師が行う研鑽が労働であるか否かについては、

当該医師の経験、業務、当該医療機関が当該医師に求める医療提供

の水準等を踏まえて、現場における判断としては、当該医師の上司がどの範囲を

現在の業務上必須と考え指示を行うかによらざるを得ない。

※所定労働時間内において勤務場所で研鑽を行う場合は、当然に労働時間とな る。

労働に該当する範囲を医師本人、上司、使用者が明確に認識し得るよう、基本と なる考

え方を示すとともに、労働に該当するかどうかの判断を明確化するための 手続等を示す。

様々な実態
• 診療ガイドライン等の勉強
• 勉強会の準備、論文執筆

• 上司等の診療や手術の見
学・ 手伝い

研鑽の類型 考え方・手続

診療ガイドラ
イ ンや新しい
治療 法等の勉
強

• 業務上必須ではない行為を、自由な意思に基づき、所定労働時間外に、自ら申し出て、上司の明示・ 黙
示による指示なく行う時間については、在院して行う場合であっても、一般的に労働時間に該当しないと
考えられる。

• ただし、診療の準備又は診療に伴う後処理として不可欠なものは、労働時間に該当する。

学会・院内
勉強 会等への
参加や 準備、
専門医の 取得
・更新にか か
る講習会受講
等

• 左記の研鑽が奨励されている等の事情があっても、業務上必須ではない行為を自由な意思に基づき、所定
労働時 間外に自ら申し出て、上司の明示・ 黙示による指示なく行う時間については、在院して行う場合
であっても、一般的に労働時間に該当しないと考えられる。

• ただし、研鑽の不実施について就業規則上の制裁等の不利益が課されているため、その実施を余儀なくさ
れてい る場合や、研鑽が業務上必須である場合、業務上必須でなくとも上司が明示・ 黙示の指示をして
いる場合は、労働時間に該当する。

当直シフト外で
時間外に待機し
、 手術・措置等
の 見学を行うこ
と

• 業務上必須でない見学を、自由な意思に基づき、所定労働時間外に、自ら申し出て、上司の明示・ 黙示
による指示なく行う場合、当該見学やそのための待機時間については、在院して行う場合であっても、一般
的に労働時間 に該当しないと考えられる。

• ただし、見学中に診療を行った場合については、当該診療を行った時間は、労働時間に該当すると考えられ
、ま た、見学中に診療を行うことが慣習化、常態化している場合については、見学の時間全てが労働時間に
該当する。
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上限規制の適用が猶予・除外となる事業・業務（研究）

⚫以下の事業・業務については、上限規制の適用が５年間猶予されます。

事業・業務 猶予期間中の取扱い
（2024年３月31日まで）

猶予後の取扱い
（2024年４月１日以降）

建設事業

上限規制は適用されません。

⚫災害の復旧・復興の事業を除き、上限規制がす べて適用され
ます。
⚫災害の復旧・復興の事業に関しては、時間外労 働と休日労働
の合計について、
✓月100時間未満

✓２～６か月平均80時間以内 とする規制は適用

されません。

自動車運転
の業務

⚫特別条項付き36協定を締結する場合の年間の時
間外労働の上限が年960時間となります。
⚫時間外労働と休日労働の合計について、
✓月100時間未満

✓２～６か月平均80時間以内 とする規制は適用
されません。
⚫時間外労働が月45時間を超えることができる
のは年６か月までとする規制は適用されません。

医師 具体的な上限時間は今後、省令で定めることとさ れています。

鹿児島県及 び
沖縄県に おけ
る砂糖 製造業

時間外労働と休日労働の合計に ついて、
✓月100時間未満
✓２～６か月平均80時間以内 とする規制
は適用されません。

上限規制がすべて適用されます。

⚫ 新技術・新商品等の研究開発業務については、上限規制の適用が除外されています。

なお、今回の法改正によって労働安全衛生法が改正され、新技術・新商品等の研究開発業務については、１週間当たり40時間を超えて労

働した時間が月100時間を超えた労働者に対しては、医師の面接指導が罰則付きで義務付けられました。

事業者は、面接指導を行った医師の意見を勘案し、必要があるときには就業場所の変更 や職務内容の変更、有給休暇の付与などの措置を

講じなければなりません。

医師の健康に配慮し
つつ、論文の査読、
論文作成のための文
献検索など、研究
（または自己研鑽）
と判断できるルール
作りの検討も必要

「時間外労働の上限規制わかりやすい解説」（厚生労働省）より
22



新

旧
宿日直の取扱い（労働時間適用除外）

常態度としてほとんど労働する必要がない勤務のみを認めるものであり、病室の定時巡回、少数の要注
意患者の検脈、検温等の特殊な措置を要しない軽度の、又は短時間の業務を行うことを目的とするもの
に限ること。したがって、原則として、通常の労働の継続は認められないが、救急医療等を行うことが
稀にあっても、一般的にみて睡眠が充分とりうるものであれば差し支えないこと。

・医師が、少数の要注意患者の状態の変動に対応するため、問診等
による診察等（軽度の処置を含む。以下同じ。）や、看護師等に対
する指示、確認を行うこと。

・医師が、外来患者の来院が通常想定されない休日・夜間（例えば
非輪番日であること）において、少数の軽症の外来患者や、かかり
つけ患者の状態の変動に対応するため、問診等による診察等や、看
護師等に対する指示、確認を行うこと。

・宿日直の許可が与えられた場合にお
いて、宿日直中に、通常の勤務時間と
同態様の業務に従事すること（医師が
突発的な事故による応急患者の診療又
は入院、患者の死亡、出産等に対応す
ること、又は看護師等が医師にあらか
じめ指示された処置を行うこと等）が
稀にあったときについては、一般的に
みて、常態としてほとんど労働するこ
とがない勤務であり、かつ宿直の場合
は、夜間に十分な睡眠がとり得るもの
である限り、宿日直の許可を取り消す
必要はないこと

具体的な例示

勤務の態様

※1 厚生労働省労働基準局長「医療機関における休日及び夜間勤務の適正化について」（H14.3.19)

※2 厚生労働省労働基準局長「医師、看護師等の宿日直許可基準について」（R1.7.1)

※2

※1
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19:00 20:00 21:00 22:00 23:00 0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00 9:00 10:00 11:00

宿日直：1名で宿日直にあたる例

9時間のインターバル

・23時から8時までを宿日直とする

深夜勤務／宿日直準夜勤／
通常勤務

日勤／
通常勤務（管理当直の労働時間適用除外）
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医師A.

医師B.

宿日直：複数名で宿日直にあたる例 ①

16:00 17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:00 0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00

16:00 17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:00 0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00

16時間のインターバル

勤務

宿日直 （管理当直の労働時間適用除外）
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・労働時間を短くする

17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:00 0:00 1:00 2:00 3:00 4:00 5:00 6:00 7:00 8:00 9:00

適用除外

勤務 勤務

・シフトと適応除外を分けて考える

宿日直：複数名で宿日直にあたる例 ②

A先生のシフト B先生のシフト

深夜勤務／宿日直

（管理当直の労働時間
適用除外）
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宿日直許可申請のプロセス

「断続的な宿直又は日直勤務許可申請書」

と添付書類を労働基準監督署へ提出

労働基準監督官による実地調査

（対象医師へのヒアリング等）

労働基準監督署長による許可
（あるいは不許可）
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宿日直許可の必要書類

「断続的な宿直又は日直勤務許可申請書」

【添付書類】

・病院（病棟）の図面（巡回する場所と当直室に印をつける）

・専用の宿直室の有無、広さ、寝具の種類・数量、冷暖房設備、防蚊

設備等について、見取図や資料、写真等

・医師宿日直日誌コピー（1か月分）

・医師宿日直マニュアル

・医師月間勤務表（1か月分）

・タイムカード（1か月分）

・賃金台帳（直近3か月分）

※添付書類は上記のもの以外にも求められることがありますので、

事前に労働基準監督署へご確認下さい。
28



断続的な宿直又は日直勤務許可申請書

事業の種類 事業の名称 事業の所在地

宿

直

総 員 数 １回の宿直員数
宿 直 勤 務 の

開始及び終了時刻

一定期間における

１人の宿直回数
１回の宿直手当

人 人 時 分 から
時 分 まで

円

就 寝 設 備

勤務の態様

日

直

総 員 数 １回の日直員数
日 直 勤 務 の

開始及び終了時刻

一定期間における

１人の日直回数
１回の日直手当

人 人 自 時 分 から
至 時 分 まで

円

勤務の態様

使用者 職名
氏名 印

断続的な宿直又は日直勤務許可申請書

様式第10号（第23条関係）

労働基準監督署長 殿

令和 年 月 日
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実地調査の対象医師へのヒアリング

【主なヒアリング内容】

・夜間外来の有無

・巡回開始時間、巡回時間

・宿直室の有無

・夜間の過ごし方（睡眠時間等）

・臨時で診察する時の具体的な業務内容・頻度・時間

・外来患者からの電話での問合せの内容・頻度

・病棟職員の配置人数（職種）、病棟数

・日直の回数

・日直時間帯の業務内容、業務時間帯の過ごし方 等

※対象医師の回答により宿日直に該当しないと判断されることが

ありますので、事前に上記内容についてよく確認しておくことが

必要です。（実業務が頻繁にあり、十分な睡眠、休息が取れて

いない場合など）
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専門業務型裁量労働制 高度プロフェッショナル制

１日・１週の所定労働
時間の長さ

1日8時間、1週40時間以内 制約なし

始業・終業時間
（労働時間としての拘
束）

始業・終業時間の拘束はない 始業・終業時間の拘束はない

活動の自由度 自由 自由

対象者の制約
大学病院のみが対象
研究がメイン（労働時間の半分以上）で
あることが要件

医師は対象外
年収1075万以上（金融商品開発、
ディーリング業務など）

労基法上の時間外労働
時間上限

原則360時間、特別条項720時間
＊ 休日労働は含まない

なし

時間外割増賃金深夜割
増賃金 休日割増賃金

支給される 支給されない

法定休日 あり なし(年104日以上の休日を必ず確保)

健康確保措置
労働安全衛生法+健康福祉確保措置(労使
協定で定める）

労働安全衛生法
+特別な健康確保措置（２週間の連続休
暇、勤務間インターバル等から選択、
健康管理時間）

日本医師会「医師の特殊性を踏まえた検討委員会」答申（R2.6月）

専門業務型裁量労働制と高度プロフェッショナル制
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○ 応召義務は、医療の公共性、医師による医業の業務独占、生命・身体の救護とい
う医師の職業倫理などを背景に訓示的規定として置かれたもの。

○ 医師法に応召義務が規定された当時（昭和23年医師法制定時）は、医療供給体
制のシステム化が行われておらず、個々の医師の協力により医療提供体制を確保
していた状況にあったが、現在は、医療機関相互の機能分化・連携により、良質か
つ適切な医療を効率的に提供する体制が確保されているほか、医療の高度化・専
門化もさらに進んでいる。

○こうした状況下において、戦後まもない頃の医療提供体制を念頭に示されてい
たこれまでの応召義務の解釈・通知等のみでは、現代における応召義務のあり方
を整理することは困難であるため、新たな解釈等を示すことが必要。

第10回厚労省検討会資料（Ｈ30.9.16）

医療提供体制の変化を踏まえた応召義務のあり方について国の検討内容
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○ここで、応召義務の新たな解釈等を検討する前提として、応召義務の法的性質
を改めて以下のとおり確認する。

・応召義務は、医師法に基づき医師が国に対して負担する公法上の義
務であるが、
刑事罰は規定されておらず、行政処分の実例も確認されていない。

・応召義務は、私法上の義務ではなく、医師が患者に対して直接民事上
負担する
義務ではない。

第10回厚労省検討会資料（Ｈ30.9.16）

医療提供体制の変化を踏まえた応召義務のあり方について国の検討内容
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応召義務の法的性質について（概念図）【勤務医】

厚生労働省「医療を取り巻く状況の変化等を踏まえた医師法の応召義務の解釈についての研究」（2019年公開） 34



応召義務の法的性質について（概念図）【開業医】

厚生労働省「医療を取り巻く状況の変化等を踏まえた医師法の応召義務の解釈についての研究」（2019年公開） 35



＜診療しないことが正当化される事例の整理＞

診療時間内・勤務時間内 診療時間外・勤務時間外

①緊急対応が

必要なケース

病状の深
刻な救急
患者など

救急医療では、医療機関・医師の
専門性・診察能力、当該状況下で
の医療提供の可能性・設備状況、
当該医療機関・医師以外の他の医
療機関・医師による医療提供の可
能性（医療の代替 可能性）を総合
的に勘案しつつ、事実上診療が不
可能といえる場合にのみ、 診療し
ないことが正当化される。

医の倫理上、応急的に必要な処置を
とるべきとされるが、原則、公法
上・私法上の 責任に問われること
はないと考えられる。

※ 必要な処置をとった場合においても、
医療設備が不十分なことが想定される
ため、求められる対応の程度は低い。
（例えば、心肺蘇生法等の応急処置の実
施など）

※ 診療所等へ直接患者が来院した場合、
必要な処置を行った上で、救急対応の可
能な病院等に対応を依頼するのが望ま
しい。
※ 診療した場合は民法上の緊急事務管
理（民法第698条）に該当。

厚生労働省「医療を取り巻く状況の変化等を踏まえた医師法の応召義務の解釈についての研究」（2019年公開） 36



＜診療しないことが正当化される事例の整理＞

診療時間内・勤務時間内 診療時間外・勤務時間外

②緊急対応が

不必要な

ケース

病状の安定
している患
者など

○ 原則として、患者の求めに応じて必
要な医療を提供する必要あり。ただし、
緊急対応の必要があるケースに比べ
て、正当化される場合は緩やかに（広
く）解釈される。

○ 医療機関・医師の専門性・診察能力、
当該状況下での医療提供の可能性・設
備状況、当該医療機関・医師以外の他
の医療機関・医師による医療提供の可
能性（医療の代替可能性）のほか、患
者と医療機関・医師の信頼関係などを
も考慮。

○ 即座に対応する必要
はなく、診療しない
ことに問題はない。

○ 時間内の受診依頼、
他の診察可能な診療
所・病院などの紹介等の
対応をとることが
望ましい。

厚生労働省「医療を取り巻く状況の変化等を踏まえた医師法の応召義務の解釈についての研究」（2019年公開） 37



＜診療しないことが正当化される事例の整理＞

診療時間内・勤務時間内 診療時間外・勤務時間外

個別事例ごと
の整理

※仮に緊急対
応が必要な場
合には、①の
整理による

医療費不払い ○ 以前に医療費の不払いがあったとし
ても、そのことのみをもって診療しな
いことは正当化されない。しかし、支
払能力があるにもかかわらず悪意を持っ
てあえて支払わない場合等には、診
療しないことが正当化される。

○ 具体的には、保険未加入など医療費
の支払い能力が不確定であることのみ
をもって診療しないことは正当化され
ないが、医学的な治療を要さない自由
診療において支払い能力を有さない患
者を診療しないことなどは正当化され
る。

また、特段の理由なく保険診療にお
いて自己負担分の未払いが重なってい
る場合には、悪意のある未払いである
ことが推定される場合もあると考えら
れる。

○ 即座に対応する必要はなく、診
療しない
ことに問題はない。

○ 時間内の受診依頼、他の診察可
能な診療
所・病院などの紹介等の対応をと
ることが
望ましい。

厚生労働省「医療を取り巻く状況の変化等を踏まえた医師法の応召義務の解釈についての研究」（H30） 38



＜診療しないことが正当化される事例の整理＞

診療時間内・勤務時間内 診療時間外・勤務時間外

個別事例ごと
の整理

※仮に緊急対
応が必要な場
合には、①の
整理による

患者の迷惑行
為

○ 診療・療養などにおいて生じた又は
生じている迷惑行為の態様に照らし、
診療の基礎となる信頼関係が喪失して
いる場合（※）には、新たな診療を行
わないことが正当化される。
※ 診療内容そのものと関係ないクレ
ーム等を繰り返し続けるなど。

○ 即座に対応する必要はなく、診
療しない
ことに問題はない。

○ 時間内の受診依頼、他の診察可
能な診療
所・病院などの紹介等の対応をとる
ことが
望ましい。入院患者の

退院や他の
医療機関の
紹介・転院
など

○ 医学的に入院の継続が必要ない場合
には、通院治療等で対応すれば足りる
ため、退院させることは正当化される。
〇 医療機関相互の機能分化・連携を踏
まえ、地域全体で患者ごとに適正な医
療を提供する観点から、病状に応じて
大学病院等の高度な医療機関から地域
の医療機関を紹介、転院を依頼・実施
するなども原則として正当化される。

厚生労働省「医療を取り巻く状況の変化等を踏まえた医師法の応召義務の解釈についての研究」（2019年公開） 39



＜診療しないことが正当化される事例の整理＞

診療時間内・勤務時間内 診療時間外・勤務時間外

個別事例ごと
の整理

※仮に緊急対
応が必要な場
合には、①の
整理による

差別的な取扱い ○ 患者の年齢、性別、人種・国籍、宗
教等のみを理由に診療しないことは正
当化されない。
ただし、言語が通じない、宗教上の
理由などにより結果として診療行為そ
のものが著しく困難であるといった事
情が認められる場合にはこの限りでは
ない。
○ その他、特定の感染症へのり患など
合理性の認められない理由のみに基づ
き診療しないことは正当化されない。
ただし、１類・２類感染症など、制
度上、特定の医療機関で対応すべきと
されている感染症にり患している又は
その疑いのある患者等はこの限りでは
ない。

○ 即座に対応する必要はなく、診
療しない
ことに問題はない。

○ 時間内の受診依頼、他の診察可
能な診療
所・病院などの紹介等の対応をと
ることが
望ましい。

厚生労働省「医療を取り巻く状況の変化等を踏まえた医師法の応召義務の解釈についての研究」（2019年公開） 40



１. 勤務実態とB・C水準

２. 宿日直、オンコール、 研鑽、研究、
専門業務型裁量労働制と高度プロフェッショナル制、
応召義務

３. 兼業・副業

４. 2040年に向けて

５. 外来機能の明確化・連携について

本日のテーマ
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◯ 病院常勤勤務医において、約6割は主たる勤務先以外での勤務を行っている。

◯ 大学病院常勤勤務医においては、9割以上が複数の医療機関で勤務している。

副業・兼業：兼業医療機関数（全体・大学病院・大学病院以外）と勤務時間

29.4%

20.4%

26.5%

31.0%

16.4%

9.4%
3.0%

22.3%

1.5%

17.7%

6

9.2%

.7%

大学病院以外

大学病院

病院全体

兼業先なし 1カ所 2カ所 3カ所 4カ所以上

◆ 病院常勤医師の兼業医療機関数（令和元年８月）

58.8%

41.2%

56.7%

8.6% 91.4%

43.3%

※１ 宿日直許可を取得していることがわかっている医療機関に勤務する医師の宿日直中の待機時間を勤務時間から除外した上で、診療科別の性、年齢調整、診療科ごとの
勤務医療機関調整を行っている。

※２ 兼業医療機関数については、令和元年8月１ヶ月間における主たる勤務先以外の勤務医療機関数の設問に対する回答を集計している。

49:12 52:16

10:31
2:52

大学病院 大学病院以外

◆ 時間外労働時間が960時間換算
以上の医師の平均労働時間（令和元年9/2～9/8）

主たる勤務先 兼業先

◆ 1週間の平均労働時間（令和元年9/2～9/8）

60:24 68:27

12:54 4:08

大学病院 大学病院以外

主たる勤務先 兼業先

第９回推進検討会（令和２年９月30日）
参考資料３より抜粋
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副業・兼業：主たる勤務先と兼業先の勤務時間（全体・大学病院・大学病院以外）

52.9

62.3

65.7 5.4

23.3

10.2

28.9

23.9

27.5

0 20 40 60 80 100（％）

大学病院以外

大学病院

病院全体

72.5%

76.2%

71.1%

主たる勤務先での勤務時間が週60時間以内で、かつ兼業先での勤務時間を通算しても週60時間以内

主たる勤務先での勤務時間が週60時間以内も、兼業先での勤務時間を通算すると週60時間以上

主たる勤務先での勤務時間が週60時間以上

※ 宿日直許可を取得していることがわかっている医療機関に勤務する医師の宿日直中の待機時間を勤務時間から除外した上で、診療科別の性、年齢調整、診療科ごとの
勤務医療機関調整を行っている。

2

◯ 主たる勤務先である大学病院での勤務時間が週60時間（年間時間外・休日労働960時間換算）の範囲内に収まる医師は全体の
76.2％であるが、兼業先での勤務時間を通算すると週60時間を超過する医師が全体の23.3％と、大学病院以外の医師よりも
その割合が高い。 第９回推進検討会（令和２年９月30日）

参考資料３より抜粋
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・副業・兼業者は突発的な業務発生が予想されるため、労働
時間管理は自己申告をベースとし、医療機関は把握した勤
務時間に基づき、追加的健康確保措置の実施の義務を負い、
シフトを組む。

・原則的に自己申告してもらい、連続勤務時間制限・勤務間
インターバルを遵守できるシフトを組む。（事後申告の場合は、
代償休息）

副業・兼業者
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副業・兼業の場合の労働時間管理に関する論点及び整理事項
５．簡便な労働時間管理の方法 第161回労働政策審議会

労働条件分科会(6/25)
資料
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第7回厚労省検討会資料（令和元年6月4日）国の検討内容

副業・兼業の場合の労働時間管理及び健康管理の在り方に関する主な論点

主な論点 論点別項目 主な意見

健康管理

・副業・兼業を行う労働者の健康
確保について

・通算した労働時間の状況の把握
を各事業者に義務付ける場合の
健康確保措置について

・健康管理（安衛法）との関係では、新たに労働時間を通算するよう
な仕組みを設けていく方向性が考えられるのではないか。
・労働時間を自己申告等によって把握し、一定時間を超える場合に
は指導を行う仕組みが考えられるのではないか。
・指導するとしても、自社の部分については措置を講ずることができ
るが、副業先の使用者に対してコントロールを及ぼす権限はないこ
とから、労働者に対してアドバイスをする程度にとどまるのではない
か。
・医師の面接指導について、例えば副業を自己申告したら実施すると
いうことは、今の制度の趣旨とも合っているし、基本的には自己申
告ベースの中でできるだけ本人が自分の健康を守るために積極的
に使ってもらう仕組みを用意することは今の枠組みの中でもできる
のではないか。
・通算して医師の面接指導が義務付けられる場合であっても、現行
制度では、基本的には本人が申し出た場合になるのではないか。

上限規制

・上限規制の意義について

・実務上実効性のある在り方に
ついて

・健康管理との関係でも、この上限規制の通算、適用をしていくことが
本当にいいのか考える必要があるのではないか。
・健康確保という観点から設けられた上限規制の趣旨からすると、副
業・兼業の労働時間を少なくとも雇用・雇用の関係で把握しないわ
けにはいかないのではないか。
・一定の保護のもとで副業・兼業をしたいということで、自らが申告し
た場合には、一定の規制を及ぼすのがよいかということが問題に
なっているのではないか。
・あらかじめ副業・兼業をできる時間の上限を就業規則の中に定め
ておいて、やるのだったらその範囲でご本人の裁量でやってくださ
いというような形はいかがか。
・労働者の自己申告によらざるを得ないのではないか。 46



第7回厚労省検討会資料（令和元年6月4日）国の検討内容

副業・兼業の場合の労働時間管理及び健康管理の在り方に関する主な論点

主な論点 論点別項目 主な意見

割増賃金

・割増賃金の意義について

・実務上実効性のある在り方に
ついて

・同じ企業の中でこれからさらに働くと割増賃金が発生する状況で、
初めて割増賃金が長時間労働の抑制装置になり得るのではない
か。
・企業からすると納得感がないのではないか。他の使用者のところで
働いた結果として法定労働時間を超過した場合について、割増賃
金請求権が生じるとの解釈には疑問である。
・通算しての割増賃金をこのまま堅持するのが唯一の解ではないの
ではないか。
・労働基準法は、自分のコントロールできる中で法定時間を超えて労
働させてはいけないという規制であり、ヨーロッパと同じように割増
賃金は通算しないという考え方を日本でも採用する合理性は相当
あるのではないか。
・一日一日の判断をしながら割増賃金を通算していくのは、現実的で
はないのではないか。

その他

・副業・兼業の性質等による取扱い
の差について

・副業、非雇用による取扱いの差に
ついて

・外形的に把握できるものでないと、区分の基準にはなりにくいので
はないか。
・実務上、ここの区別は困難である。区別があり得るとすれば、副
業・兼業が本当に労働者自身の意思に基づいて行われている兼業
なのか、それとも使用者の一定の影響下のもとで行われている兼
業なのかといった形での区別があり得るのではないか。
・両者を同一に取り扱わないことについて、理由はあると思うが、実
際に差を設けるのはかなり困難ではないか。
・非雇用での副業・兼業を労働法制で規制することは困難ではない
か。
・雇用と非雇用では差をつけざるを得ないのではないか。ただ、雇用
の保護を図れば図るほど、非雇用化が進むことを懸念する。
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副業・兼業の場合の労働時間管理に関する論点及び整理事項
５．簡便な労働時間管理の方法

時間外労働の割増賃金の取扱いについて

●使用者Aは自らの事業場における法定外労働時間の労働について、
使用者Bは自らの事業場における労働時間の労働について、
それぞれ割増賃金を支払う。

●使用者Aが、法定外労働時間に加え、所定外労働時間につい
ても割増賃金を支払うこととしている場合には、使用者Aは、
自らの事業場における所定外働労時間の労働について割増賃金
を支払うこととなる。
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副業・兼業の場合の労働時間管理に関する論点及び整理事項
５．簡便な労働時間管理の方法

時間外労働の割増賃金の取扱いについて

●時間外労働の割増賃金の率は、自らの事業場における就業規則等で
定められた( 2率割5分以上の率。ただし、労働契約の締結の先後に
よって所定外労働時間を通算して、自らの事業場の労働時間制度にお
ける法 定労働時間を超える部分が 1 か月について60時間を超えた場
合には、その超えた時間の労働のうち自らの事業場において労働させ
た時間については、5 割以上の率。）とする。
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１. 勤務実態とB・C水準

２. 宿日直、オンコール、 研鑽、研究、
専門業務型裁量労働制と高度プロフェッショナル制、
応召義務

３. 兼業・副業

４. 2040年に向けて

５. 外来機能の明確化・連携について

本日のテーマ
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医師の働き方改革では「地域医療の継続性」と「医師の
健康への配慮」の２つを両立することが重要である。

地域医療の
継続性

医師の健康へ
の配慮

両者のバランスが取れているか
常に振り返る

医師の働き方改革の基本理念
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医師需給は、労働時間を週60時間程度に制限する等の仮定をおく「需要ケース２」において、2023年（令和５
年）の医学部入学者が医師となると想定される2029年（令和11年）頃に均衡すると推計される。

・供給推計 今後の医学部定員を令和２年度の9,330人として推計。
※ 性年齢階級別に異なる勤務時間を考慮するため、全体の平均勤務時間と性年齢階級別の勤務時間の比を仕事率とし、仕事量換算した。

・需要推計 労働時間、業務の効率化、受療率等、一定の幅を持って推計を行った。

・ケース１（労働時間を週55時間に制限等
・ケース２（労働時間を週60時間に制限等

≒年間720時間の時間外・休日労働に相当）
≒年間960時間の時間外・休日労働に相当）

・ケース３（労働時間を週78.75時間に制限等≒年間1860時間の時間外・休日労働に相当）

2029年頃に約36万人で均衡 2032年頃に約36.6万人で均衡

需要ケース１

需要ケース２

供給推計

需要ケース３

令和2年度 医師の需給推計について（案）

202.8.31 厚生労働省「第35回医師需給分科会」資料より 52



令和５年度以降の医師養成数について（イメージ）

令和５年度以降の医師養成数については、地域枠の医師をさらに確保していくことを前提に検討を進める。

R2.11.18医療従事者の需給に関する検討会 第36回 医師需給分科会 53



地域枠の創設又は増加の要請について（案）

〇 地域枠の機能を踏まえると、都道府県知事から大学に対して、地域枠の創設又は増加を要請
できる場合については、当該都道府県内に将来時点における医師数が必要医師数に満たない
医療圏がある場合とし、当該都道府県における医師不足分の合計数を必要な地域枠数として、

地域医療対策協議会の協議を経た上で、要請できることとしてはどうか。

対応（案）

医療従事者の需給に関する検討会
第23回 医師需給分科会（平成30年10月24日）資料を改変 54



関連施策の中長期的見通し

2021 2022
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Ⅱ.医師・医療従事者の働き方改革
（医師の時間外労働に対する
上限規制：2024年～）

① 医療機関における労働時間管理の適正
化とマネジメント改革

② 上手な医療のかかり方に向けた普及・啓
発と患者・家族への支援

Ⅲ.実効性のある医師偏在対策
（偏在是正の目標年：2036年）

① 地域及び診療科の医師偏在対策

② 総合診療専門医の確保等のプライマ
リ・ケアへの対応

2040年に向けて新たな課題に対応するため、

Ⅰ.地域医療構想の実現に向けた取組、Ⅱ.医療従事者の働き方改革、
あⅢ.医師偏在対策を推進し、総合的な医療提供体制改革を実施

Ⅰ.医療施設の最適配置の実現と連携

（地域医療構想の実現：2025年まで）

① 全ての公立・公的医療機関等における具体的対応方針の合意形成

② 具体的対応方針の検証と地域医療構想の実現に向けた更なる取組

2040年の医療提供体制を見据えた３つの改革
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地域医療構想、医師需給・医師偏在対策、
医師の働き方改革について

地域医療構想

医師需給
医師偏在

医師の働き方
改革

全てが関連しているため、全体の状況を
確認しながら慎重に進めていく必要がある
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１. 勤務実態とB・C水準

２. 宿日直、オンコール、 研鑽、研究、
専門業務型裁量労働制と高度プロフェッショナル制、
応召義務

３. 兼業・副業

４. 2040年に向けて

５. 外来機能の明確化・連携について

本日のテーマ
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「全世代型社会保障検討会議 第２次中間報告」（令和２年６月25日）［抜粋］

３．医療
（２）大きなリスクをしっかり支えられる公的保険制度の在り方

②大病院への患者集中を防ぎかかりつけ医機能の強化を図るための定額負担の増大

大病院は充実した人員配置や施設設備を必要とする入院医療や重装施設を活用した専門外来に集

中し、外来診療は紹介患者を基本とする。一般的な外来受診はかかりつけ医機能を発揮する医療機

関が担う方向を目指す。このことが、患者の状態に合った質の高い医療の実現のみならず、限りある

医療資源の有効な活用や病院勤務医・看護師をはじめとする医師等の働き方改革にもつながる。

（中略）

社会保障審議会及び中央社会保険医療協議会においても検討を開始する。遅くとも 2022年度初ま

でに改革を実施できるよう、最終報告を取りまとめた上で、同審議会等の審議を経て、来年夏までに

成案を得て、速やかに必要な法制上の措置を講ずる。

「全世代型社会保障検討会議 中間報告」（令和元年12月19日）［抜粋］

４．医療
昨年12月の中間報告で示された方向性や進め方に沿って、更に検討を進め、本年末の最終報告に
おいて取りまとめる。
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医療計画の見直し等に関する
検討会資料(令和2年10月30日)
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１．医療提供体制の改革

外来医療においては、大病院における患者の待ち時間や勤務医の外来負担等の問題に鑑み、

かかりつけ医機能の強化とともに、外来機能の明確化・連携を図る。このため、まずは、医

療資源を多く活用する外来に着目して、医療機関が都道府県に外来機能を報告する制度を創

設し、地域の実情に応じて、紹介患者への外来を基本とする医療機関を明確化する。

３．大病院への患者集中を防ぎかかりつけ医機能の強化を図るための定額負担の拡大

現在、特定機能病院及び一般病床200床以上の地域医療支援病院について、紹介状なしで

外来受診した場合に定額負担（初診5,000円）を求めているが、医療提供体制の改革におい

て、地域の実情に応じて明確化される「紹介患者への外来を基本とする医療機関」のうち一

般病床200床以上の病院にも対象範囲を拡大する。

全世代型社会保障検討会議全世代型社会保障改革の方針（令和２年12月15日）[抜粋]
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○ 医療保険制度の基本的な事項を審議

・ 左記を踏まえ、紹介状なしで一定規模
以上の病院を受診する場合の定額負担
を求める制度の設計
等について検討

社会保障審議会医療保険部会

○ 医療提供体制について「医療のあるべ
き姿」を審議

○ 上記の観点から、

・ 病院・診療所を通じた外来機能の明確
化、かかりつけ医機能の強化

・ 医療提供体制における機能分化・連携

等について検討

社会保障審議会医療部会

医療部会における検討と関係審議会等における検討の関係について

○ 選定療養等に関する具体的な負担額
や要件等について審議

中央社会保険医療協議会

連携

※現行の紹介状がない患者が大病院を外来受診した場合の定額負担
を設けた際（平成28年4月～）には、医療保険部会において制度の基
本的な設計を検討、中医協において具体的な負担額、要件等を検討

厚生労働省医療部会・各種検討会資料を元に一部改変

専門的かつ集中的に
検討することを決定

医療計画の見直し等に関する検討会

報告

※ コロナ対応を踏まえた今後の医療提供体制の構築に向けた考え方
については「地域医療構想に関するワーキンググループ」にて議論 61



外来機能の明確化・連携、
かかりつけ医機能の強化等に関する報告書 抜粋①

• 外来機能報告により、地域ごとに、どの医療機関で、どの程度、

「医療資源を重点的に活用する外来」（仮称）が実施されてい

るかについて明確化を図った上で、地域における協議の場に

おいて、各医療機関の自主的な取組等の進捗状況を共有し、

また、地域における必要な調整を行うこととする。

• 「医療資源を重点的に活用する外来」を

地域で基幹的に担う医療機関を明確化する。

厚生労働省「医療計画の見直し等に関する検討会」（2020年12月3日）

紹介患者への外来を基本として、状態
が落ち着いたら逆紹介により再診患者
を地域に戻す役割を担う医療機関

再診患者の逆紹介を
適切に進めることも
言及
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外来機能の明確化・連携、
かかりつけ医機能の強化等に関する報告書 抜粋②

外来機能報告（仮称）

• 一般病床又は療養病床を有する医療機関を基本
（※入院医療と一体的に議論する観点等から、病床機能報告を行っている

有床診療所も報告対象。日医からは、マンパワー不足や事務負担軽減の
観点からも、有床診療所への最大限の猶予を強く要請済み。）

• 無床診療所：任意

一部に、他の医療機関からの紹介患者も含め、高額な医療機器等による
検査を集中的に実施する無床診療所もあることを踏まえて。

国の示す地域ごとの将来の需要の「基準」

• ①医療資源を重点的に活用する入院前後の外来、
②高額等の医療機器・設備を必要とする外来、
③特定の領域に特化した機能を有する外来 の割合等

→「基準」はあくまで参考値、各地域で地域の実情に応じて活用

厚生労働省「医療計画の見直し等に関する検討会」（2020年12月3日）
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○ レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB)（平成29年度）を基に、次の３つに該当するものを、｢医療資源を重点的に活用する外来｣を受診したものとし
て仮に設定して、それぞれの実施状況について分析した。

※ 地域における外来医療の機能分化・連携を進めていくためには、地域ごとの実施状況の分析が重要であるが、今回の議論のため、以下のように仮に設定
し、全国的な実施状況の分析を行ったもの。

｢医療資源を重点的に活用する外来｣の実施状況について

・医療資源を重点的に活用する入院の前後の外来

次のいずれかに該当する入院を「医療資源を重点的に活用する入院」とし、その前後30日間の外来を、類型①に該当する｢医療資源を重点的に
活用する外来｣を受診したものとした。

（例：がんの手術のために入院する患者が、術前の説明・検査や、術後のフォローアップを外来で受ける場合など）

➢ Ｋコード（手術）を算定
➢ Ｊコード（処置）のうちＤＰＣ入院で出来高算定できるもの（※１）を算定

※１： 6000㎠以上の熱傷処置、慢性維持透析、体幹ギプス固定等、1000点以上のもの

➢ Ｌコード（麻酔）を算定
➢ ＤＰＣ算定病床の入院料区分
➢ 短期滞在手術等基本料２、３を算定

・高額等の医療機器・設備を必要とする外来

次のいずれかに該当する外来を、類型②に該当する｢医療資源を重点的に活用する外来｣を受診したものとした。

➢ 外来化学療法加算を算定
➢ 外来放射線治療加算を算定
➢ 短期滞在手術等基本料１を算定
➢ Ｄコード（検査）、Ｅコード（画像診断）、Ｊコード（処置）のうち地域包括診療料において包括範囲外とされているもの（※２）を算定

※２：脳誘発電位検査、CT撮影等、550点以上のもの

➢ Ｋコード（手術）を算定
➢ Ｎコード（病理）を算定

・特定の領域に特化した機能を有する外来（紹介患者に対する外来等）

次のいずれかに該当する外来を、類型③に該当する｢医療資源を重点的に活用する外来｣を受診したものとした。

➢ ウイルス疾患指導料を算定
➢ 難病外来指導管理料を算定
➢ 診療情報提供料Ⅰを算定した30日以内に別の医療機関を受診した場合、当該「別の医療機関」の外来

前回の検討会までにいただいたご意見を踏まえ、基本的な分析について、医療資源を重点的に活用する外来の設定について以下の修
正を行った。また、精神科病院を除いて分析を行うこととした。

医療計画の見直し等に関する検討会
資料(一部改)(令和2年10月30日)

今後、地域医療の
担い手も参画して、
専門的に検討を進め
る場において検討
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特定機能病院（再掲）

地域医療支援病院（再掲）

病院（再掲、500床-）

病院（再掲、400-499床）

病院（再掲、300-399床）

病院（再掲、200-299床）

病院（再掲、100-199床）

病院（再掲、20-99床）

病院

有床診療所

無床診療所

全医療機関

外来に占める「医療資源を重点的に活用する外来」の割合が30%以上である医療機関の割合

外来に占める「医療資源を重点的に活用する外来」の割合が30%以上である医療機関 それ以外

外来に占める「医療資源を重点的に活用する外来（修正反映）」の割合が30%以上である医療機関の分布

（施設数ベース）

外来に占める「医療資源を重点的に活用する外来」の割合が30%以上である医療機関の割合

＝
「医療資源を重点的に活用する外来」の割合が30%以上である医療機関の施設数

施設数全体

出典：レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB)より地域医療計画課において作成

（今回の議論のための仮設定に基づいた分析）

（注）
・施設数ベースでの集計
・2017年度１年間での集計。外来受診の中には在宅での受診を含まない。
・病床数は許可病床数。
・精神科病院は除いて集計

医療計画の見直し等に関する検討会資料(令和2年10月30日)
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ご清聴ありがとうございました


